
１･２款　議会費･総務費

1 担当課 …
事業費…21,744千円 予算書 … Ｐ44、Ｐ47
（一般財源21,744千円）

2 担当課 …
事業費…5,307千円　　　　 予算書 …
（一般財源5,307千円）　　　　　　　　　　　

3 担当課 …

事業費…296,457千円 予算書 …

（国700千円　一般財源295,757千円） Ｐ57　～　Ｐ58

Ｐ47

広報事業

電子入札事業

情報・通信ネットワークの整備、情報サービスの充実　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

契約検査課

議会事務局、秘書課

情報管理課、秘書課

Ｐ46

リニューアルされた玉名市公式ホームページ 

  市広報紙は、各種行政情報やイベント、季節の情

報等をお知らせし、議会広報は、議会の開催情報を

中心に議会の活動を、より分かりやすい紙面でお知

らせします。 

  また、情報発信の手段として、市ホームページの

更新を行い、行政情報を分かりやすく発信します。さ

らに熊本県内を中心とした放送エリアを持つラジオ局

と委託契約を結び、本市で開催されるイベントの紹介

を行い、本市の魅力を発信するとともに、イベントへ

の集客を図ります。 

 ◇事業内容 

  ・「広報たまな」の経費     17,056千円 

  ・「市議会だより」の経費           2,807千円   など 

                                                                       

  熊本県・市町村電子自治体共同運営協議会では、電子入札システムについて県下自治体での共同利用を

進めています。電子入札とは、公共工事等の入札事務を電子化することで、入札事務の効率化と合わせ、入

札の透明性、公平性、競争性の向上を図ることを目的としています。 

  現在のところ熊本県ほか8市5町が加入し、すでに運用を開始しており、多くの自治体が加入することで効率

的に運用できることから、本市においても導入に向け準備を進めてきました。 

  平成27年度から建設工事及び測量・設計等コンサルタント業務において、電子入札の準備が整った業種か

ら導入を開始し、半年間程度の猶予期間内に順次業種を広げながら、完全電子化を目指していく予定です。 

 ◇事業内容 

    ・電子入札システム開発費・運用費負担金 5,307千円（開発費2,459千円、運用費2,848千円） 

        電子入札システムを熊本県下で共同利用することで、システム開発や改修に要する費用及びシステム 

         の運用に要する費用を低く抑えることができます。その費用は加入自治体からの負担金でまかなわ 

         れます。 

    住民票、印鑑登録、税、福祉等様々な業務を管理して

いる電算処理システムの調整及び運用管理業務を行い、

機器・システムの安定稼動及び市民サービスの向上を

目指します。 

    今年度の主なものは、基幹システムの機器等の保守

期限到来に伴う更新事業、社会保障・税番号制度に対

応する宛名統合システムの構築及び新庁舎建設に係る

光ケーブル幹線切替工事を行います。 

    さらに、本市の行政情報や地域情報を広く内外に発

信するため、ホームページの保守事業等を行います。 

◇事業内容 

    ・市ホームページ保守業務委託料 1,296千円 

    ・基幹システム更新業務 159,194千円  など 

                         
様々な市民サービスを提供するシステムサーバ群 
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２款　総務費

4 担当課 …
事業費…968千円　　　 予算書 …
（一般財源968千円）　　　　　　　　　　

5 担当課 …
事業費…16,215千円 予算書 …
（一般財源16,215千円）　　　　　　　　　　　　　　　　　

6 担当課 …
事業費…231千円 予算書 …
（一般財源231千円）

財政課

管財課

企画経営課

Ｐ48

Ｐ50

P50　～　Ｐ51

財務諸表作成事業

市民会館建設事業　

行政事務外部評価制度事業

    本市では、行政経営の視点を確立するとともに市民の皆さんに対してわかりやすい財務情報を開示していく

ことを目的に、企業会計の考え方に基づいた発生主義・複式簿記などによる財務諸表（※）を作成し、資産や債

務等の財務状況を明らかにしています。 

    今回は、平成25年度分を作成し、本冊子に概要版を掲載しています。 

※財務諸表とは 

    ①貸借対照表、②行政コスト計算書、③資金収支計算書、④純資産変動計算書の4表を指します。 

    一般会計、国民健康保険事業特別会計、後期高齢者医療特別会計、介護保険事業特別会計、簡易水道事

業特別会計、浄化槽整備事業特別会計、農業集落排水事業特別会計、九州新幹線渇水等被害対策特別会計、

水道事業会計、下水道事業会計、有明広域行政事務組合、熊本県市町村総合事務組合、公立玉名中央病院

企業団、熊本県後期高齢者医療広域連合、玉名市自治振興公社、横島町特産物振興協会を連結したものです。 

    市民会館は、昭和42年の開館以来、音楽・演劇などの

鑑賞の場、市民の発表の場など、本市におけるさまざまな

文化活動の中核施設として、さらには、集会や式典などの

場として、広く利用されています。 

    しかし、施設の老朽化が進み、さまざまな不便さを抱え

ているため、平成23年度に策定した市民会館整備基本計

画に基づいて建て直すこととしました。 

    計画策定後は、合併特例債の適用期限延長に伴い中

断していましたが、平成26年8月、建設位置をあらためて

「市民広場公園」と決定し、同年12月、基本設計に着手し

たところです。 

    基本設計に関する費用は、26年度からの2ヵ年で予算を

計上しており、28年度に詳細設計である実施設計、29年

度には建築工事に着手。30年度中の完成を目指します。 

◇事業内容 

・市民会館建設工事基本設計業務委託料  

                                                          16,030千円  など 

  市が実施する事務事業について、外部の客観的な視点から評価や議論を行うため、有識者や市民で構成

する「行政事務外部評価委員会」を設置します。 

  市からの事業内容や成果等の委員会への説明を経て、委員会でとりまとめられたご意見等は、その後庁内

に設置されている決定機関において、次年度以降の方向性を決定する上で重要な判断材料として用いられま

す。 

◇事業内容 

  ・委員報酬 192千円 など 
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２款　総務費

7 担当課 …
事業費…1,299千円 予算書 …
（一般財源1,299千円）

8 担当課 …
事業費…324千円 予算書 …
（一般財源324千円）

9 担当課 …
事業費…12,636千円 予算書 …
（一般財源12,636千円）

10 担当課 …
事業費…3,532千円 予算書 …
（一般財源3,532千円）

公共施設マネジメント・システム運用事業

庁舎跡地検討事業

公共施設等総合管理計画策定事業 企画経営課

P50　～　Ｐ51

Ｐ51

Ｐ51

企画経営課

企画経営課

企画経営課

自治基本条例策定事業

Ｐ51

    市公共施設の建物基本情報や保全管理情報をカルテ化したマネジメント・システムの運用により、公共適正

配置計画に示すマネジメント方針に沿った各施設の整備優先度に応じた保全順位を付し、今後40年間で投入

する財政コストの制約ライン下で、効率的かつ効果的な施設の適正配置を実行に移していくこととします。 

◇事業内容 

    対象施設・・・延べ床面積500㎡以上の建物 

    建物基本情報・・・築年数、延床面積等 

    保全管理情報・・・劣化状況、工事及び修繕履歴、数量、仕様等 

    ・システム使用料 324千円 

    平成26年11月20日の本庁舎跡地等活用検討委員会の答申など踏まえ、市役所本庁舎の新築移転に伴う跡

地（繁根木163番地）と、これに隣接する第一保育所や市文化センターの敷地や施設を含めた一体的な整備を

図るための基本構想（整備計画）を、支援事業者の技術的な支援や助言を得ながら本年度策定します。 

    また、その検討状況について、「広報たまな」により市民に周知します。 

◇事業内容 

   ・庁舎跡地等活用基本構想策定支援業務委託料 12,456千円 など 

 

    国からの全国自治体への正式な要請もあり、市が保有するハコモノ建築物、道路、橋りょう、上下水道、公

園等全てのインフラ系公共施設を対象に、将来に向け適正な形で配置する長期計画を策定します。多くの自治

体が抱える課題の人口減少と少子高齢化による各施設の利用状況の変化や社会保障費等の自然増加、また

近い将来に必ず迎える施設の一斉更新による急激な財政負担増等に適切に対応する必要があります。この計

画に基づいた総合的で計画的な管理を行うことで、財政の効率化や平準化に努め、将来的な市民の負担軽減

を図ります。 

◇事業内容 

  ・計画策定支援業務委託料 3,532千円 

 これまで以上に市民や議会、行政が一体となってよりよいまちづくりを進めるために、本市の自治に関する基

本的な理念や、市政運営の基本的事項（まちづくりの基本ルール）を定める「自治基本条例の制定」に向けた

取り組みを実施します。 

 まちづくりは、市民一人ひとりの様々な活動によって支えられています。自治基本条例を制定することにより、

市政に対する市民の役割や市民に対する行政等の責務を改めて明らかにすることで、市民の皆さんの市政へ

の参画がより促され、また、市民の皆さんの意見がより反映された市民目線の市政運営につながるものと考え

ています。 

◇事業内容 

  ・自治基本条例検討委員会を運営する経費 398千円 

  ・検討状況などをの情報を発信する経費 360千円 

  ・市民アンケートを実施する経費 541千円 
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２款　総務費

11 担当課 …
事業費…21,186千円 予算書 …
（一般財源　21,186千円）　　　　　　　　　　　　　　　　

12 担当課 …
事業費…23,639千円 予算書 …
（一般財源　23,639千円）

13 担当課 …
事業費…6,957千円 予算書 …
（一般財源6,957千円）

防犯対策の強化

交通安全対策の強化　

国際交流活動の推進　 企画経営課

P53　～　Ｐ55
生活安全課

生活安全課
P53　～　Ｐ55

Ｐ55

    行政区等の団体が維持管理している防犯灯に対する

助成をはじめ、防犯団体への支援を行い地域の防犯力

を高めます。 

◇事業内容 

・防犯灯設置等補助金 4,500千円 

・防犯灯電気料補助金 8,820千円 など 

    交通安全対策については、危険箇所へのガードレー

ルやカーブミラー等の交通安全施設の整備を図り、円

滑な交通環境を整えます。 

    また、交通指導員を中心とした安全活動を強化すると

ともに、交通安全の集いやキャンペーンなどの啓発活動

を通じて、交通事故の発生件数を減少させるよう、総合

的な交通安全対策を行います。 
  

◇事業内容 

・交通指導員 2,945千円 （65人分報酬） 

・交通安全施設工事・修繕 12,000千円 

・交通災害共済事業 2,782千円 など 

省エネ・長寿命のＬＥＤ防犯灯 

交通指導員による朝の街頭指導 

    今年度は市制施行１０周年記念式典の開催時期に合

わせて、姉妹都市の米国クラリンダ市及び友好都市の

中国瓦房店市の公式訪問団の受け入れを予定していま

す。 

引き続き国際交流活動を推進し、国際化の時代にふさ

わしい豊かな人間形成を図ります。 
 

◇事業内容 

    主な国際交流団体への支援 

        ・玉名国際交流協会補助金 1,000千円 

        ・グレン・ミラー音楽祭補助金 1,500千円 

        ・国際交流奨励費補助金 1,000千円 など 
  

※国際交流奨励費補助金とは、本市に在住する者で、

国際交流の促進に寄与すると認められる活動を行った

方に対し、かかった費用に応じて、１人当たり1万円～2

万円（ただし1団体は25人を限度）を補助するものです。

また、ホストファミリーの受入れについては、1日2千円

（限度額2万円）を補助します。 

前回のクラリンダ市訪問団受入れの様子 
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２款　総務費

14 担当課 …
事業費…89,229千円 予算書 …
（県6,270千円　地方バス維持費負担金等12,076千円　一般財源70,883千円）　　　　　　　　　　　　　　　

15 担当課 …
事業費…15,338千円 予算書 …
（一般財源15,338千円）

地域の公共交通の確保　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

地域づくり事業 企画経営課
P55　～　Ｐ56

P55　～　Ｐ56
企画経営課

◇路線バス 

    バス事業者に対して補助金を交付し、市民や来訪者

の移動手段として不可欠な路線バスを維持しています。 

・地方バス路線維持費等補助金  65,731千円 
  

◇みかんタクシー（事前予約制乗合タクシー） 

    天水町及び熊本市河内町における路線バスの廃止

代替交通として「みかんタクシー」を運行する事業者に

対して補助金を交付し、地域の生活交通を確保していま

す。 

・天水河内みかんタクシー運行補助金 2,029千円 
  

◇しおかぜタクシー・いちごタクシー 

（事前予約制乗合タクシー） 

    路線バス鍋線、横島線の廃止代替交通として「しおか

ぜタクシー」「いちごタクシー」を運行する事業者に対し

て補助金を交付し、地域の生活交通を確保しています。 

・滑石・岱明しおかぜタクシー運行補助金 10,663千円 

・大浜・横島いちごタクシー運行補助金   10,806千円 

しおかぜタクシー（Ｈ25.10月運行開始） 

    福祉、環境、まちづくりなど市民に身近な分野の課題解決に当たり、市民が主役となって取り組む活動を支

援します。 

◇事業内容 

●地域おこし協力隊事業 7,796千円 

    総務省のプログラムである「地域おこし協力隊制度」を活用することで、市外の住民2人を隊員に委嘱し、本

市の特色である“薬草を活用したまちづくり”を推進します。隊員の活動は、広報やネットなどを活用して情報発

信していきます。 

・委嘱期間  平成27年4月1日から平成28年3月31日まで（最長平成29年8月31日まで） 

・予算の主な内容  報酬（3,840千円）、研修費（530千円）、住宅・車両借上料（1,851千円） 

●キラリかがやけ玉名づくり応援事業補助金 6,000千円 

    市民と行政の協働のまちづくり推進の観点から地域の課題解決やまちの活性化を図るため、市民活動団体

が自らの信念と責任に基づいて、主体的かつ意欲的に行うまちづくり活動に要する経費に対し、補助金を交付

します。 

・事業期間  平成26年度から平成28年度までの3ヵ年 

・助成金額  1事業30万円上限 （事業費のうち、対象経費の2/3を補助） 
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２款　総務費

16 担当課 …
事業費…5,280千円 予算書 …
（ＪＲ管理受託料2,439千円　一般財源2,841千円）

17 担当課 …
事業費…1,113千円 予算書 …
（一般財源1,113千円）

JR駅（大野下駅・肥後伊倉駅）管理委託事業

市民活動支援サイト「たまりん」運営　　　　　　　　　
Ｐ56
企画経営課

Ｐ56
企画経営課

    JR九州の経営改善に伴い、大野下駅と肥後伊倉

駅は、「簡易委託駅」として本市と地元で管理運営

を行っています。 

    駅利用者の利便性向上を図るとともに、駅及び

駅周辺の安心安全に努めています。 

    本市を拠点として活動する、ＮＰＯ・ボラ

ンティア団体やまちづくり団体が行う市民

公益活動を支援するために開設された情

報サイトの管理運営費です。 

    この「たまな市民活動支援サイト『たまり

ん』」は、現在約73団体の登録のもと、各団

体における情報発信機能の柱として、また、

団体間におけるネットワークづくりに活用さ

れています。 

    主に、登録団体のイベント・募集・サービ

ス等の情報や、お知らせ・活動報告が掲載

されています。 
  

◇事業内容 

 ・システム保守管理委託料 1,113千円 
 

ＪＲ大野下駅舎 

市民活動支援サイト｢たまりん｣ 

  http://tamana.genki365.net/ ↑ 
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２款　総務費

18 担当課 …
事業費…1,500千円 予算書 …
（人材育成基金繰入金等1,500千円）

交付実績

①海外研修1団体（9人） ①海外研修1団体（4人） ①海外研修 ①海外研修1団体（2人）
②国内研修 ②国内研修 件②国内研修1団体（2人） ②国内研修3団体（51人）
③研修会開催 件③研修会開催 件③研修会開催 件③研修会開催 件

19 担当課 …
事業費…4,300千円 予算書 …
（一般財源4,300千円）

市制施行10周年記念式典事業　　　　　　　　

5人
1

平成25年度平成23年度 平成24年度

人材育成基金助成金　　　　　　　　　

1 1

平成26年度

1

総務課

（3人）
-

Ｐ56

P58　～　Ｐ59

企画経営課

    本市は、平成17年10月3日に玉名市、岱明町、横島

町、天水町の1市3町で合併し、平成27年度に市制施行

10周年を迎えます。 

    この節目の年に、市制施行後の功労者に敬意を表す

るとともに、市民一人ひとりが未来に向かって更なる一

体感を享受できる契機とする市制施行10周年記念式典

事業を実施します。 
 

期日  平成27年10月3日（土） 

会場  玉名市民会館ホール 

    本市の未来に向け、社会の各分野において指導者となる人材を育成する事業に対し、助成を行います。 

◇助成対象事業 

    ・教育、文化、環境、福祉、産業等の振興に資する人材育成のための研修会等への参加又は研修会等 

      の開催 

    ・地域づくりの推進に資する人材育成のための研修会等への参加又は研修会等の開催 

◇助成対象者 

    ・本市に在住する個人 

    ・本市に事務所等を有する団体又はグループ 

◇助成額 

    助成額は、対象経費の総額から国・県等の助成額を除いた額の2分の1以内で、限度額は次のとおりです。  

    ・海外研修 １人につき10万円、１団体等につき50万円 

    ・国内研修 １人につき5万円、１団体等につき25万円 

    ・研修会等の開催 １件当たり20万円 
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２款　総務費

20 担当課 …
事業費…33,561千円　　　　　　　　　　　　　　 予算書 …
（一般財源33,561千円）　　　　　　　　　　　　　　　

.

窓口業務の効率化　　　　　
P61　～　Ｐ62
市民課

    本市では、職員の削減を年次行っていますが、その影響による市民サービスの低下を防ぐために、必要に応

じ非常勤職員を配置します。 

    現在、市民課窓口業務の一部を非常勤職員で対応していますが、受付番号案内機を導入するなど円滑な証

明書発行に努めています。 

    なお、平成26年8月から岱明、横島及び天水支所市民生活課では、民間事業者に窓口業務を委託し、窓口

利用者の利便性の向上を目指しています。 
  

◇   事業内容 

 ・窓口アウトソーシング事業 33,561千円  

岱明支所 市民生活課 本庁 市民課 

横島支所 市民生活課 天水支所 市民生活課 
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